この『「市民活動促進法案」と法文解釈（例示）』という文書は、1997年の第 140回国会における衆議院内閣委員会での審議の折に作成したものである。

ご承知のとおり、この委員会で可決され衆議院を通過したものの、参議院では継続審議となり、141国会でも継続審議扱いが続き、1998年の142回国会で参議院を通過したが、修正個所があったため、衆議院に戻し、やっと3月19日に成立したものである。

従って、ここで紹介している法律文は幾つかの修正個所を経て成立しているが、大意を理解する上で妨げにならないと判断し、ここに紹介している。

最終的な法律文とそれに関する解釈は、行政や法制局において示されたり各種の出版がなされているので、それを参照頂きたい。。

ここでは、当時の議論や関心がどこにあったか、国会での様子や自らを振り返る意味をこめて掲載している。ご了解頂きたい。（2002年：大西）

「市民活動促進法案」と法文解釈（例示）
市民活動促進法の構成　

第一章　　　総則（第一条・第二条）　

第二章　　　市民活動法人　　

第一節　　　通則（第三条－第九条）　　

第二節　　　設立（第十条－第十四条）　　

第三節　　　管理（第十五条－第三十条）　　

第四節　　　解散及び合併（第三十一条－第四十条）　

第五節　　　監督（第四十一条－第四十三条）　　

第六節　　　雑則（第四十四条）　

第三章　　　税法上の特例（第四十五条）　

第四章　　　罰則（第四十六条－四十九条）　

附則

附帯決議　　　　　　　　　

　（注）　　　　　　　　　　　　　　　　

ここにおける「法文解釈」は、第 140回国会での審議（衆議院内閣委員会）における、法制局見解及び法案提出者並びに政府委員の答弁、また、「シーズブックレットNo,4」のＱ＆Ａなどから転記したものである。

その際、内容を編集者（大西）の判断で要約しており表現はそのままではない。また、法制局見解や答弁については、当初提出された法案に基づいてやりとりされている箇所があるが、ご承知のごとく、この内閣委員会の審議のなかで修正された。従って、その箇所は読み替えるなど斟酌して頂きたい。

（大西光夫1997.8）       

    ⇒は、法制局見解。→は、国会答弁。

熊代は、熊代昭彦衆議院議員、　辻元は辻元清美衆議院議員の略。

       　　　　

第１章　総則　

■目的：第一条

この法律は、市民活動を行う団体に法人格を付与すること等により、ボランティア活動

をはじめとする市民に開かれた自由な社会貢献活動としての市民活動の健全な発展を促進し、もって公益の増進に寄与することを目的とする。　　　　　　　　　　　　

衆議院内閣委員会での、「趣旨説明」より関連箇所抜粋。　　

（略）　現在、多くの市民活動を行う団体は、任意団体として活動しており、法人格がないことから、契約を結ぶことが困難であり、また不動産登記や銀行口座の開設が不可能であります。さらには、国際的に認められるリーガルステータスがないため国際的活動において不利な扱いを受け、また、社会的信用を得にくいなどの活動上の障害が生じており、各方面からその対策を早急に講ずるよう要請されております。　　　

今回の法律案は、このような要請に応えるべく、市民活動を促進するための基盤整備の　　一環として、新たに、市民活動を行う団体に、簡易、迅速な手続きのもとで広く法人格を　　付与することとしております。さらに、法人格を得た後も、法人税法上、収益事業から生　　ずる所得以外の所得は非課税とするなど、基本的には「人格なき社団等」と同じ税法上の　　取り扱いをすることを明確にすることなどにより、ボランティア活動を初めとする市民に　　開かれた自由な社会貢献活動としての市民活動の健全な発展を促進し、もって公益の増進　　に寄与することを目的とするものであります。　　　

次に、この法律案の内容の概要につきましてご説明申し上げます。　　　

まず第一に、（中略）推計によれば、全国で約八万六千の市民活動団体が活動しております。本法律案によりこれらの団体の基盤が整備、強化されることは、わが国社会の公益の増進に大きく寄与するものと期待されます。　　　

第二に、（中略）法人格の取得は、許認可方式でなく認証方式によることとしております。　　　

第三に、市民活動の多様性にかんがみ、所轄庁を、一つの都道府県内にのみ事務所を有　　する団体は都道府県知事、二以上の区域に事務所を有する団体は経済企画庁長官としてお　　ります。（以下略）　　　

第四に、（中略）市民活動法人は、まさに市民に開かれた存在としてみずからを開示していくことによりその信用を高めるものと考え、所轄庁に対する定期的な報告及びその公　　開を義務づけるものであります。　　　

第五に、市民活動法人の税法上の取扱いを、基本的に「人格なき社団等」と同じ扱いとすることを明確にしております。　　　

最後に、本法律案は、附則において検討規定を設け、施行の日から起算して三年以内に、　　市民活動法人の活動の実態を踏まえつつ検討を加え、その結果に基づき必要な措置を講ず　　ることとしております。市民活動法人制度の運用の検討とともに、これに関連する法人制度、公共的な活動に関する税制の整備などを検討することが、この規定の趣旨であります。　　（以下略）

　　

■定義：第二条

この法律において「市民活動」とは、別表に掲げる活動に該当する活動であって、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与するものをいう。

２　この法律において「市民活動法人」とは、市民活動を行うことを主たる目的とし、

次の各号のいずれにも該当する団体であって、この法律の定めるところにより設立

された法人をいう。

一　次のいずれにも該当する団体であって、営利を目的としないものであること。

イ、社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。

ロ、役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の三分の一以下であること。

二　その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。　　　　　　　　　

　イ、宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる

目的とするものでないこと。

ロ、政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とす

るものでないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ハ、特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第百号）第三条に規定する公職をい

う。以下同じ）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職

にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対するものでないこと。　

■別表（第二条関係）

一　保健、医療又は福祉の増進を図る活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

二　社会教育の推進を図る活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

三　まちづくりの推進を図る活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

四　文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　

五　環境の保全を図る活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

六　災害時の救援の活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

七　地域安全活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

八　人権の擁護又は平和の推進を図る活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

九　国際協力の活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

十　男女共同参画社会の形成の促進を図る活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　

十一　子どもの健全育成を図る活動

十二　前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動
●第一項

この法律において「市民活動」とは、別表に掲げる活動に該当する活動であって、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与するものをいう。

　国→（市民活動法人とそうでない団体に、差別が起きないか？との問いに）

市民活動団体は自主的に選択しているわけだから、そういう扱いがあっては困るというのが立法者の趣旨です。（辻元答弁）　

国→十一項目に当たって、しかも不特定多数の者に対するサービスをするということであれば、当然公益に該当するという前提でこの法律は書かれております。（熊代答弁）　

Ｑ：別表各号の活動に該当するかどうか、具体的にどのような基準で判断するのか？　　

法⇒基本的には、社会通念に従って判断すべき。本法の執行は団体委任事務として知事に委ねられている。具体的な法律の文言は知事が判断する。　　　

国→（都道府県で違いが出るのでは？との問いに）起こりうる。もし、差異が起き訴訟が起きれば裁判所の判断に待つということがあるかもしれない。そういうことを避けるため、全国知事会等で基準をならしていただくことが必要ではないか。（河村（建）　　　　答弁）　　　

国→（目的限定することに関して）民法の厳しい許可制度に対して、非常に簡易な認証制を適用できる範囲をすみ分けたという意味で、目的限定をした。外れているものはある。しかし、主たる活動をこの項目に据え、従たる活動としてこの項目にないものを工夫すれば、かなりの団体が法人格をとれる。（熊代答弁）　　　

国→項目列挙の意味は二通りある。一つは、民法とのすみ分けでございまして、その場合は（中略）市民活動といわれるものを広範に取り込むということが私どもの意図でございます。もう一つは、ここに明確に書いてあれば、（中略）、もう公益に該当するのだ、（中略）という意味で列挙した。（熊代答弁）　　　

国→（政府や都道府県の行政に反対しているものを選別するのかとの問いに）、時の政府の政策と反するかどうかというのは狭い概念でございまして、もっと広い概念で私どもは考えているところでございまして、選別するという意図はございません。（熊代答弁）　

Ｑ：「不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与する」の判断基準は何か？　　

法⇒特定・少数であってはならないこと。社会全般の利益を指す。　　　　

互助組織、地縁団体、企業内組織等は一般には除外される。会員制の時間預託は、契　　　　約内容によるが、一般には入らない。　　　

国→（会員制の解釈について）一般の方々を排除する趣旨でないということが明白な場合は、差し支えない。（熊代答弁）　　　

→①会費を徴収する場合でも、金額・手法において不特定多数性を失わせない場合、 ②　　　　不特定多数を対象とする活動を「主」たる活動とする団体が、特定の者に限定された　　　　活動を「従」に実施する場合などは該当する。（シーズブックレットNo,4）　　　

国→入会金千円、年会費二～三千円ということならば、（中略）オープンになっていると解釈する。　　　　

「不特定かつ多数」とは、対象を特定しないことであって、一般的には誰にでもサー　　　　ビスできる。しかし、現実には四、五人しかいないことでもいい（熊代答弁）

●別表関係

· （フリースクールはどうか？との問いに）社会教育の推進にあたるのでないか。（辻　　　　元答弁）　　　

· （会員制で行っている文化鑑賞の事業を、本来事業ではなくて収益事業と位置づけ、　　　　そして、本来事業としては文化の普及、舞台芸術の振興ということで、（中略）非営　　　　利でやるという形は？との問いに）構わない。（辻元答弁）　　　

· （ロックミュージックのバンドはどうか？）どういう目的かによる。（辻元答弁）　　　　（文化芸術スポーツに関しての問いに）自分のためだけにするのは振興を図ることに　　　　はならない。（熊代答弁）　　　

· （「長良川河口堰に反対する会はどうか」の問いに）県知事が判断するが、政治の施　　　　策、政策については認めている。（辻元答弁）　　　

· （「災害時の救援の活動」とは？との問いに）災害時に限らない。その前も後すべて　　　　含む。（熊代答弁）　　　

· （国際協力の活動とは、国際交流、国際貢献を含むあらゆる国際的な活動と理解して　　　　よいか、との問いに）そのとおりである。（熊代答弁）　　　

· （女子大生の雇用を考える会は？との問いに）男女共同参画社会の形成の促進を図る　　　　活動に入る。　　　

· （「オンブズマンはどうか」との問いに）活動を推進する一環としてなら構わない。　　　　オンブズマン活動だけを取り出してやるのは範疇に入らない。（熊代答弁）　　　　

· （オンブズマンという）行為で規定していない、目的で規定している。　　　

· （北方四島の返還を求める会はどうか？）どの項目にも該当しないです。（熊代答弁）

· （民主憲法を守る会はどうか？）民主主義を守るというふうに言っているかどうかわかりませんが、イズムだけをやるならだめだし、一般的な施策を推進するならいいで　　　　しょう。（熊代答弁）

●第二項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

この法律において「市民活動法人」とは、市民活動を行うことを主たる目的とし、次の各号のいずれにも該当する団体であって、この法律の定めるところにより設立された法人をいう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｑ：「市民活動を行うことを主たる目的とする」とは、どのような基準で、「主」を判断　　　　するのか？　　

法⇒市民活動の内容を社会通念に従って総合的に判断する。合理的な疑いが生じない限り、申請書に添付される書類を見て行う。金銭面ですべて判断するのでない。　　　

国→コモンセンスの問題ですが、量的にやるならば、５０％以上です。（中略）一義的には申請される人の御意志で、（中略）、申請者の御意志を尊重する審査ということに　　　　なる。どういうことを主たる目的としてやられるのかが一番大切です。（熊代答弁）

●第二項第一号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

次のいずれにも該当する団体であって、営利を目的としないものであること。

Ｑ：「営利を目的としない」ことの判断基準は何か？　　　

法→剰余利益を構成員に分配しないことを意味する。有償ボランティア、ワーカーズコレクティブといった活動の態様・事業の形態と非営利性は無関係である。　　　

→本来の活動以外でも、その活動に利益を充てるための収益を目的とした事業も本来の　　　　活動に支障が無い限り行ってよい。（シーズブックレット）

●第二項第一号イ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。

Ｑ：社員、会員の資格の得喪に関して「不当な条件」とは何か？　

法⇒「不当な条件」は、１条（目的）の「市民に開かれた」という趣旨を失わせるかどうかを、当該市民活動法人の活動目的との関係で、社会通念に従って判断する。　　　　

極めて高額な会費を徴収することにより、その趣旨を失わせることになれば、そう判　　　　断する。　　　　

地域住民の場合、その地域の範囲によるし、活動目的との関係で変わるので一概に言　　　　えない。　　　　

同窓生という限定は、趣旨を失わせるおそれがある。一般的には不当な条件になる。

→活動目的とは関係がないのに、○○大学の卒業生でなければならない、というような条件は「不当」　　　　　　　

→一方、活動目的を達成するために専門的な資格が必要な場合、社員の資格にすること　　　　はよい。（シーズ）　　　

国→一般の方を排除する趣旨でないことが明白な場合、会員制であって差し支えない。　　　　（熊代答弁）　

Ｑ：「会員」の定義はどのように理解するのか？　　

法⇒「会員」とは、議決権を有しないが、市民活動法人の活動に携わる者である。　　　　

基本的には、当該活動に受益者としてではなく能動的に参加する者をいう。　　　

国→社員というのは、社員総会に出席して議決権のある社員で、そのほかの人は一般の

会員。（熊代答弁）　

Ｑ：社員、会員には、自然人のほかに法人も含まれるのか？任意団体はどうか？　　

法⇒法人も社員、会員に含まれる。任意団体も定款の定め方によっては、社員、会員となる。「人格なき社団」であれば、法人格を有する団体と同様に扱われる。

●第二項第一号ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の三分の一以下であること。

Ｑ：報酬を受ける役員がそれぞれ「三分の一」であることをどのような方法で計算するの　　　　か？　　

法⇒合理的な疑いがない限り、提出される「名簿」により判断する。　

Ｑ：役員が事務局長を兼務し、事務局長として報酬を受ける場合は、役員報酬に該当する　　　　のか？　　

法⇒事務局長は、使用人と考えられるから、「役員報酬」ではない。

●第二項第二号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。

Ｑ：認証に際して、第二項第二号各号の要件を「誓約する書面」のみで審査するのか？　　

法⇒原則として、書面審査で足りる。

●第二項第二号イ

宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とすものでないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｑ：宗教活動等を「主たる目的」とするかどうか、何を基準に判断するのか？　　

法⇒定款に記載されている法人の目的及び事業計画書・収支予算書で判断する。　　　

国→「何々宗でなければ会員になれない」のはいけないが、主体が何々宗の方であって、　　　　そのほかの方もどうぞとなっているのは構わない。宗教的行事も従であればよい。　　　　（熊代答弁）

●第二項第二号ロ

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするものでないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｑ：「政治上の施策」に反対することを主たる目的とする団体は、市民活動法人になり得　　　　るのか？　　

法⇒「政治上の主義」とは、政治によって実現しようとする基本的・恒常的・一般的な原理・原則をいい、自由主義、民主主義、資本主義、社会主義、共産主義、議会主義というようなものがこれにあたる。これら「政治上の主義」の推進・支持・反対を主たる目的とする団体は、市民活動法人になり得ない。しかし、ここでは「政治上の施策」の推進・支持・反対が挙げられていないから、政治によって実現しようとする比較的具体的なもの、例えば公害の防止、自然保護、老人対策等を主たる目的とする団体は、市民活動法人になることができる。　　　

国→（自然保護団体が、（活動の経過の中で）、議会制民主主義を守れとイズムがアクシ　　　　ョンに転換した場合はどうなるのか？との問いに）政治上の主義の推進等であっても、　　　　これを従たる目的として行うことは禁止されていない。（辻元答弁）

●第二項第二号ハ

特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第百号）第三条に規定する公職をいう。以下

同じ）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対するものでないこと。

国→（諫早湾干拓推進の候補者を応援しないことを機関紙で配付したらどうなるか？との問いに）特定に候補者を応援するものはだめである。（熊代答弁）　　　

国→従たる目的でも特定の候補者を推薦し、反対するのは望ましくないというのがこの法律の趣旨です。（中略）政治連盟をつくるかして政治団体の範疇でやって頂きたい。　　　　（熊代答弁）

第2章 市民活動法人

第１節　通則　

■原則：第三条

市民活動法人は、特定の個人又は法人その他の団体の利益を目的として、その事業を行ってはならない。２　市民活動法人は、これを特定の政党のために利用してはならない。

Ｑ：本条の規定は法人の設立要件か。また、存続要件でもあるのか？　　

法⇒設立要件である。違反した場合、直ちに法人格がなくなるという意味の存続要件ではない。　

Ｑ：「特定の個人又は法人その他の団体の利益を目的」とはどのような基準で判断するの　　　　か？　活動全体をとらえてか、事業一つ一つか？　　

法⇒社会通念に従って判断する。活動全体をとらえて判断すべきで、一つ一つを見て判断すべきでない。

■名称の使用制限：第四条

市民活動法人以外の者は、その名称中に、「市民活動法人」又はこれに紛らわしい文字を用いてはならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■収益事業：第五条

市民活動法人は、その行う市民活動に係わる事業に支障がない限り、その収益を当該事業に充てるため、収益を目的とする事業（以下「収益事業」という。）を行うことができる。　　　　　　　２　収益事業に関する会計は、当該市民活動法人の行う市民活動に係わる事業に関わる会計から区分し、特別の会計として経理しなければならない。

●第一項　　

Ｑ：市民活動以外の公益的な事業や共益的な事業を行うことは可能か？　　

法⇒二条二項の「市民活動を行うことを主たる目的とし」という要件に反しない限り可能である。　

Ｑ：「市民活動に係わる事業に支障がない限り」の判断基準は何か？例えば、美術館の設　　　　置を目的とする団体が、当面資金集めのために収益事業を行う場合はどうか？　　

法⇒社会通念による。一般的には、本例は、「支障がない」といえる。

●第二項

収益事業に関する会計は、当該市民活動法人の行う市民活動に係わる事業に関する会計から区分し、特別の会計として経理しなければならない。

Ｑ：収益事業による収益を、収益事業会計に留保することは可能か？　

法⇒「その収益を当該事業に充てるため」に反しない限り、可能である。

■住所：第六条

市民活動法人の住所は、その主たる事務所の所在地にあるものとする。

■登記：第七条

市民活動法人は、政令で定めるところにより、登記しなければならない。

２　前項の規定により登記しなければならない事項は、登記の後でなければ、これを

もって第三者に対抗できない。

■民法の準用：第八条

民法（明治29年法律第89号）第四十三条及び第四十四条の規定は、市民活動法人につ

いて準用する。

■所轄庁：第九条

市民活動法人の所轄庁は、その事務所の所在地を管轄する都道府県知事とする。

２　市民活動法人で二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するものにあっては、

その所轄庁は、前項の規定にかかわらず、経済企画庁長官とする。

Ｑ：都道府県が自らの管轄区域外における市民活動法人の活動を監督することは法律上可能か？また、実態上はどうか？海外での活動は？　　

法⇒所轄庁たる都道府県が監督する。海外に置かれている事務所に立ち入り検査はできない。　

Ｑ：「事務所」の基準は何か？なんらかの実態で見るのか？定款でか？　　

法⇒「事務所」とは、人又は法人等の事業活動の中心である一定の場所をいい、一般的には法人の代表権、少なくともある範囲内の独立の決定権を有する責任者の所在する場所であり、かつ、その場所で継続的に業務が行われることを必要とすると考えられる。「事務所」に該当するかどうかは、原則的には実態をみて、所轄庁が判断する。ただ、市民活動団体は規模も大小さまざまであって、「事務所」の基準についても一義的に定めがたい。従って、市民活動団体が事務所として定款で定めた場所を「事務所」とみざるをえない。　

Ｑ：「事務所」を実態で判断する場合、所轄庁によって判断が異なり、所轄庁のない団体　　　　や、複数の所轄庁が存在する団体が生じないか？　　

法⇒理論的にはあり得るが、実務的には適切な措置がとられるだろう。相互の判断に乖離がある場合には、最終的には裁判所が判断する。　

Ｑ：認証を受けた県以外の県に実質的に事務所を設けながら定款の変更をしていない団体については、どの行政庁が所轄庁となるのか？強制的に変更させられるか？　　

法⇒所轄庁は、実態に応じて一義的に決まるものと考えられるが、定款変更をすべきであるにも係わらず、していない市民活動法人に対しては、改善命令等なんらかの措置をとることになる。強制的に定款を変更させる規定はない。　　　

国→経済企画庁も都道府県も、所轄庁として同等の位置にある。（熊代答弁）

第２節　設立　　

■設立の認証：第十条

市民活動法人を設立しようとする者は、総理府令（前条第二項の市民活動法人以外の市民活動法人に係わる場合にあっては、都道府県の条例。第二十六条第三項を除き、以下同じ。）で定めるところにより、次に掲げる書類を添付した申請書を所轄庁に提出して、設立の認証を受けなければならない。一　定款二　役員に係わる次に掲げる書類

イ　役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所を記載した名簿をいう。）

ロ　各役員の就任承諾書及びそれぞれの住所又は居所を証する書面として総理府令で

定めるもの

ハ　各役員について第二十条各号に該当しないこと及び第二十一条の規定に違反しな

いことを誓約する書面　

ニ  役員のうち報酬を受ける者の氏名を記載した書面　

三  社員のうち十人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面

四　第二条第二項第二号に該当することを誓約する書面

五　設立趣意書

六　設立者名簿（設立者の氏名及び住所又は居所を記載した名簿をいう。）

七　設立についての意思の決定を証する議事録の謄本

八　設立当初の財産目録

九　事業年度を設ける場合には、設立当初の事業年度を記載した書面　

十　設立の初年及び翌年（事業年度を設ける場合には、当初の事業年度及び翌事業年度。次号において同じ。）の事業計画書

十一　設立の初年及び翌年の収支予算書

２　所轄庁は、前項の認証の申請があった場合には、遅滞なく、その旨及び次に掲げる

事項を公告するとともに、同項第一号、第二号イ、第五号、第十号及び第十一号に掲

げる書類を、申請書を受理した日から一月間、その指定した場所において公衆の縦覧

に供しなければならない。一　申請のあった年月日二　申請に係わる市民活動法人の

名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びにその定款に記載された目的

→「認証」とは何か？法人設立の立法主義について。　　　　

・特許主義／特別の法律の制定が必要とするもの。　　　　

・許可主義／主務官庁の自由裁量に委ねるもの。　　　　

・認可主義／法律の定める要件を具備して主務官庁に申請すれば、認可しなければな　　　　　　　　　　らないもの。　　　　

・準則主義／法律の定める組織を備え、一定の手続きによって公示したとき認められ　　　　　　　　　　るもの。　　　　

・認証／認可と準則主義の中間的な位置にあると考えられる。

●第一項　　

Ｑ：認証事務等を区市町村に再委任できるか？　　

法⇒普通、地方公共団体の長は、法令に特別の禁止規定がない限り、その権限に属する事務の一部であれば、いかなる事務でも委任することが可能である（地方自治法第百五十三条）。　

Ｑ：申請事務について、応分の事務処理費用を徴収してはいけないのか。地方自治法第二　　　　百二十七条の規定との関係はどうか？　　

法⇒団体委任事務である認証申請について手数料を徴収できるかについては、地方自治法第二百二十七条第一項の「特定の者のためにするもの」の解釈による。ちなみに、地縁団体（地方自治法第二百六十条の二）の認可事務について手数料を徴収している治体はない。　

Ｑ：他の法人制度で法人格を取っていた市民活動団体が、市民活動法人に組織を変更する　　　　道は開かれているのか？　　

法⇒以前の法人を解散し、新たに市民活動法人としての認証を受ければ可能である。　

Ｑ：郵送による申請は可能か？　　

法⇒府令・条例の定め方による。

●第一項第二号ニ

役員のうち報酬を受ける者の氏名を記載した書面

Ｑ：「役員のうち報酬を受ける者の氏名を記載した書面」とあるが、設立後何時の時点ま　　　　でに報酬を受けるものを想定しているのか？（第三号ロの社員の場合も同じ。）。　　

法⇒社会通念に従って所轄庁が判断すべきである。事業報告書、収支予算書が１年（あるいは１事業年度）単位で提出されることからすれば、１年（あるいは１事業年度）程度か。

●第一項第七号

設立についての意思の決定を証する議事録の謄本

Ｑ：設立総会の開催は義務づけられているのか？　　

法⇒申請の際の書類には「設立についての意思の決定を証する議事録の謄本」を添付しなければならない（第十条第一項第七号）としか規定されていないから、設立総会の開催は義務づけられていない。

●第一項第九号

事業年度を設ける場合には、設立当初の事業年度を記載した書面

Ｑ：「設立当初の事業年度」をどのようにして提出するのか？　　

法⇒通常、法人成立の日及び事業年度の終わる日を記載した書面を提出する。

■定款：第十一条

市民活動法人の定款には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　目的

二　名称

三　その行う市民活動の種類及び当該市民活動に係わる事業の種類

四　主たる事務所及びその他の事務所の所在地

五　社員の資格の得喪に関する事項

六　役員に関する事項

七　会議に関する事項

八　資産に関する事項

九　会計に関する事項

十　収益事業を行う場合には、その種類その他その収益事業に関する事項

十一　解散に関する事項　

十二　定款の変更に関する事項

十三　公告の方法

２　設立当初の役員は、定款で定めなければならない。

３　第一項第十一号に掲げる事項中に残余財産の帰属すべき者に関する規定を設ける

場合には、その者は、市民活動法人その他次に掲げる者のうちから選定されるよう

にしなければならない。

一　国又は地方公共団体

二　民法第三十四条の規定により設立された法人

三　私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第三条に規定する法人

四　社会福祉事業法（昭和２６年法律第４５号）第二十二条に規定する社会福祉法

人

五　更生保護事業法（平成７年法律第８６号）第二条第六項に規定する更生保護法

人

■認証の基準等：第十二条

所轄庁は、第十条第一項の認証の申請が次の各号に適合すると認めるときは、その設立を認証しなければならない。

一　設立の手続き並びに申請書及び定款の内容が法令の規定に適合していること。

二　当該申請に係わる市民活動法人が第二条第二項に規定する団体に該当するもので

あること。

三　当該申請に係わる市民活動法人が十人以上の社員を有するものであること。

２　前項の規定による認証又は不認証の決定は、正当な理由がない限り、第十条第二

項の期間を経過した日から二月以内に行わなければならない。

３　所轄庁は、第一項の規定により不認証の決定をしたときは、速やかに、理由を付

した書面をもって当該申請した者にその旨を通知しなければならない。

●第一項

所轄庁は、第十条第一項の認証の申請が次の各号に適合すると認めるときは、その設立を認証しなければならない。

Ｑ：認証の決定は、書面審査のみで行ってよいのか？各要件について実態を確認する必要があるのか？　　

法⇒合理的な疑いがない限り、申請書類の書面審査のみで行う。　

Ｑ：この認証基準は、認証後の法人存続要件でもあるのか？所轄庁はどうやって確認する　　　　のか？　　

法⇒第十二条第一項各号の要件を欠くことによって直ちに法人格が剥奪されるという存続条件ではない。認証基準を満たさなくなった場合、法違反の状態になるので、所轄庁は確認する責任がある。合理的な疑いが生じない限り、事業報告書等所轄庁に提出される書類の範囲で確認すればよい。　

Ｑ：活動実績のない市民活動団体にも法人格は付与されるのか？　　

法⇒認証の基準を満たしていれば、活動実績の有無は問わない。　

Ｑ：都道府県独自の認証基準はありうるのか？　　

法⇒ありえない。しかし、基準を満たしているかどうかは、団体委任事務として所轄庁が判断するから、その意味での基準はありえる。

●第一項第三号

当該申請に係わる市民活動法人が十人以上の社員を有するものであること。

国→十人いて、そのうちの三人以上が理事で一人以上が監事ということが唯一の設立要件です。十人おられることが証明されれば結構です。　　　　　

総理府令で十人以上を定めることはありません。総理府令で定めるのは、ごく、実　　　　施のために一部出すとか二部出すとか、そういう事務的な話です。（熊代答弁）

●第二項　

前項の規定による認証又は不認証の決定は、正当な理由がない限り、第十条第二項の期間を経過した日から二月以内に行わなければならない。

Ｑ：期限間際に不認証となる可能性ある第四十四条の申し出があった場合、どうすれば良　　　　いか？　　

法⇒三月以内にとの規定は、事務処理がいたずらに遅延し、国民に無用の損害を与えないよう、一定期間に事務処理を終える義務を課したもので、やむを得ない場合に、その事務処理が所定期間後に遅れたとしても、当該所轄庁の行為を無効とするような効力規定とは考えられない。第四十四条の申し出は、この法律に規定されているものであるから、「正当な理由」として法が予定しているものと考えられる。　

Ｑ：認証の決定が遅れてもよい「正当な理由」とは何か？　　

法⇒社会通念に従って考えるべきである。

●第三項　

所轄庁は、第一項の規定により不認証の決定をしたときは、速やかに、理由を付した書面をもって当該申請した者にその旨を通知しなければならない。

国→不認証の場合に理由を付する。（中略）そうすると、その申請者はそこの理由をさっと直してすぐ出し直して、また三月以内で素早く認証を取ることができる。そういうことで、（中略）行政の裁量の幅を非常に狭くした、（熊代答弁）

■成立の時期等：第十三条

市民活動法人は、その主たる事務所の所在地において設立の登記をすることによって成立する。

２　市民活動法人は、前項の登記をしたときは、遅滞なく、当該登記したことを証する登記簿謄本を添付した届出書を所轄庁に提出しなければならない。

■民法の準用：第十四条

民法第五十一条第一項（法人の設立の時に関する部分に限る。）の規定は、市民活動法人の設立について準用する。

Ｑ：民法第五十一条第二項の規定を準用する必要はないのか？　　

法⇒それは、基本的には、政策マターである。　　　　

仮に、準用するとしても、この第十四条は、設立に関する規定の準用条文であり、民　　　　法第五十一条第二項は設立とは関係ない規定であるから、ここで準用すべきでない。

　　第３節　管理

■役員の定数：第十五条

市民活動法人には、役員として、理事三人以上及び監事一人以上を置かなければならない。

Ｑ：役員の選任を社員総会の議決を経ずに、理事会等で行うことは可能か？

法⇒定款で定めれば、可能。

■理事の代表権：第十六条

理事は、すべて市民活動法人の業務について、市民活動法人を代表する。ただし、定款をもって、その代表権を制限することができる。

■業務の決定：第十七条

市民活動法人の業務は、定款に特別の定めのないときは、理事の過半数をもって決する。

■監事の職務：第十八条

監事は、次に掲げる職務を行う。

一　理事の業務執行の状況を監査すること。

二　市民活動法人の財産の状況を監査すること。

三　前二項の規定による監査の結果、市民活動法人の業務又は財産に関し不正の行為又

は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを社

員総会又は所轄庁に報告すること。

四　前号の報告をするために必要がある場合には、社員総会を招集すること。

五　理事の業務執行の状況又は市民活動法人の財産の状況について、理事に意見を述べ

ること。

■監事の兼職禁止：第十九条　

監事は、理事又は市民活動法人の職員を兼ねてはならない。　

■役員の欠格事由：第二十条

次の各号のいずれかに該当する者は、市民活動法人の役員になることができない。

一　禁治産者又は準禁治産者

二　破産者で復権を得ないもの

三　禁固以上の刑に処せられ、その執行の終わった日又はその執行を受けることがなく

なった日から二年を経過しない者

四　この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律

第７７号）の規定（同法第３１条第７項の規定を除く。）に違反したことにより、又は

刑法（明治４０年法律第４５号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条

の二、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する

法律（大正十五年法律第６０号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、そ

の執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない

者。

五　第四十三条の規定により設立の認証を取り消された市民活動法人の解散当時の役

員で、設立の認証を取り消された日から二年を経過しない者

■役員の親族等の排除：第二十一条

役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が一人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総数の三分の一を超えて含まれることになってはならない。

Ｑ：役員が欠格事由に該当していないかどうか、同一親族の役員排除の規定に違反してい

　ないかどうかは、実態を調べる必要があるのか？

法⇒合理的な疑いがない限り、誓約書で判断することで十分ということになる。

Ｑ：第二十条、第二十一条の規定に反する役員は、自動的に役員でなくなるのか？改選の

手続きを経てはじめて役員でなくなるのか？

　法⇒第二十条に該当すれば、役員の資格を失うことになり、当然退任する。

第二十一条の場合は、役員であるための資格ではないから、改選の手続きを経てはじめて役員でなくなる

■役員の欠員補充：第二十二条　

　理事又は監事のうち、その定数の三分の一を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充しなければならない。

■役員の変更等の届出：第二十三条　

市民活動法人は、その役員の氏名又は住所若しくは居所に変更があったときは、遅滞なくその旨を所轄庁に届け出なければならない。

２　市民活動法人は、役員が新たに就任した場合（任期満了と同時に再任された場合を

除く。）において前項の届出をするときは、当該役員に係わる第十条第一項第二号ロ及

びハに掲げる書類を所轄庁に提出しなければならない。

●第一項

Ｑ：「役員の氏名又は住所若しくは居所に変更があったとき」には、役員が新たに就任したり、再任したりした場合は含まれるのか？

　法⇒当然、含まれている。なお、任期満了と同時に再任したが、住所・氏名に変更がない場合は、第一項の届け出は必要ない。

●第二項

Ｑ：役員が任期中に法第二十条、第二十一条に反するようになった場合、所轄庁はどのように把握するのか？

法⇒この法律によって与えられた権限の範囲内で把握する。

■役員の任期：第二十四条　

役員の任期は、二年以内において定款で定める期間とする。ただし、再任を妨げない。

■定款の変更：第二十五条　

定款の変更は、定款の定めるところにより、社員総会の議決を経なければならない。

２　前項の議決は、社員総数の二分の一以上が出席し、その出席者の四分の三以上の多

数をもってしなければならない。ただし、定款に特別の定めがあるときは、この限り

でない。

３　定款の変更（第十一条第一項第四号に掲げる事項に係わるもの（所轄庁の変更を伴

わないものに限る。）並びに同項第八号及び第十三号に掲げる事項に係わるもの（第六

項において「軽微な事項に係わる定款の変更」という。）を除く。）は、所轄庁の認証

を受けなければ、その効力を生じない。

４　市民活動法人は、前項の認証を受けようとするときは、当該定款の変更を議決した

社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添付した申請書を、所轄庁に提出しなけ

ればならない。

５　第十条第二項及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。

６　市民活動法人は、軽微な事項に係わる定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を

所轄庁に届け出なければならない。

●第二項

前項の決議は、社員総数の二分の一以上が出席し、その出席者の四分の三以上の多数をもってしなければならない。ただし、定款に特別の定めがあるときは、この限りではない。

Ｑ：定款で特別の定めをする際の制限はあるのか？

　例えば、二分の一以上の出席の要件は変更できるのか？四分の三以上の多数の要件はどうか？総代会制を採用することは可能か？定款変更を理事会決定事項とすることは可能か？　（第三十四条第二項の合併の議決についても？）

　法⇒定款で特別の定めをする場合は、定足数や議決数についてのみ可能。従って、総代会制を採用することはできない。定款変更は総会の専権事項、理事会決定事項にすることは出来ない。

●第五項

第十条第二項及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。

Ｑ：第十条第一項を準用するということは、同項各号に規定する設立認証申請の書類を、

　定款変更の際にも提出しなければならないのか？（第三十四条第二項の合併の議決についても？）

法⇒「準用」とは、ある事項に関する規定を、他の類似事項について、必要な修正を加えつつあてはめること。従って、準用するについては、必要な修正は予定されている。

　　従って、定款変更の場合の提出書類は、定款変更に係わるもののみを添付すればよい。

　　具体的な提出書類は、所轄庁の判断により、府令・条例で定められる。

　　合併の認証時には、第十条第一項の書類すべてが提出されねばならない。　

●第六項

市民活動法人は、軽微な事項に係わる定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を所轄庁に届け出なければならない。

Ｑ：届け出の場合であっても、変更後の定款や定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本を添付させる必要があるのでは？その旨を府令・条例で規定することは可能か？

　法⇒立法者の意思として、必要な書類は、すべて法の中に書ききってあると考えられるから、原則的に府令・条例により添付書類を新設することはできない。

■第二十六条

所轄庁の変更を伴う定款の変更に係わる前条第四項の申請書は、変更前の所轄庁を経由して変更後の所轄庁に提出するものとする。

２　前項の場合においては、前条第四項の添付書類のほか、第十条第一項第二号イ及び

第四号に掲げる書類並びに直近の第二十八条第一項に規定する事業報告書等（設立当

該書類が作成されるまでの間は第十条第一項第八号に掲げる書類、合併後当該書類が

作成されるまでの間は第三十五条第一項の財産目録）を申請書に添付しなければなら

ない。

３　第一項の場合において、当該定款の変更を認証したときは、所轄庁は、総理府令

で定めるところにより、遅滞なく、変更前の所轄庁から事務の引き継ぎを受けなけ

ればならない。

●第一項

Ｑ：変更前の所轄庁は、変更後の所轄庁が定款の変更を認証し、自らが所轄庁でなくなったことをどのように把握するのか？

　法⇒第三項の総理府令で定められる。変更後の所轄庁が変更前の所轄庁に連絡する。

Ｑ：変更前の所轄庁は、経由に際して、意見を付すことは可能か？

　法⇒事実上、可能である。

●第二項

Ｑ：所轄庁の変更の時にだけ、この項に規定する書類提出が必要なのか？再認証との趣旨か？

　法⇒市民活動法人に関する事務は、団体委任事務なので、全国的にはバラつきが出る。そのことを前提として、同一都道府県内の認証基準を統一しようとするため、本項の書類を要求している。なお、これは、再認証ではなく、定款変更の認証である。

●第三項

Ｑ：提出書類の様式は、第四十五条の規定によれば都道府県知事が、所轄庁の場合は条例で定められることとされており、各都道府県において異なる可能性があるが、引き継いだ書類は変更前の所轄庁の様式でも構わないのか？

　法⇒総理府令の定めるところにもよるが、団体委任事務として条例で定める以上、仕方がない。

■会計の原則：第二十七条

市民活動法人の会計は、この法律の定めるもののほか、次に掲げる原則に従って、行わなければならない。

一　収入及び支出は、予算に基づいて行うこと。

二　会計簿は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳すること。

三　財産目録、貸借対照表及び収支計算書は、会計簿に基づいて収支及び財政状態に関する真実な内容を明瞭に表示したものとすること。

四　採用する会計処理の基準及び手続きについては、毎年（事業年度を設けている場合は、毎事業年度。次条第一項及び第二十九条第一項において同じ。）継続して適用し、みだりにこれを変更しないこと。

Ｑ：本規定は、法人の設立要件か、存続要件か？所轄庁かチェックする責任はあるのか？

法⇒存続要件ではない。しかし、法律上の義務であって、この法律で所轄庁に与えられた権限の範囲内でチェックする必要がある。

Ｑ：「収入及び支出は、予算に基づいて行うこと」とはどういう趣旨か？突発的な費用を予算額を超えて支出するためには、どうすればよいか？

　法⇒あらかじめ財政計画を立て、それにのっとって活動を行うという規定である。補正予算を組めば、突発的な費用を支出することができる。手続きは各法人が決める。

Ｑ：予算は総会で議決しなければならないのか？「突発的な支出を行う場合には、定款等

において、理事会で決定すればよい」などの特例を持つことは可能か？

　法⇒定款の定め方による。

　国→（正規の簿記について）それぞれの団体の規模に照らし合わせて、収支等がきっちり記されるという、それぞれの団体が選ぶ簿記であります。（辻元答弁）

■事業報告書等の備置き等及び閲覧：第二十八条
市民活動法人は、毎年初めの三月以内に、総理府令で定めるところにより、前年（事業年度を設けている場合は、前事業年度。以下この項において同じ。）の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書（次項、次条及び第四十三条第一項において「事業報告書等」という。）並びに役員名簿（前年において役員であったことがある者全員の氏名及び住所又は居所を記載した名簿をいう。）、当該役員名簿に記載された者のうち前年において報酬を受けたことがある者全員の氏名を記載した書面並びに社員のうち十人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面（次項、次条及び第四十三条第一項において「役員名簿等」という。）を作成し、これらを、その年の翌々年（事業年度を設けている場合は、翌々事業年度）の末日までの間、主たる事務所に備え置かなければならない。

２　市民活動法人は、その社員その他の利害関係人から事業報告書等（設立後当該書類

が作成されるまでの間は第十条第一項第八号に掲げる書類、合併後当該書類が作成さ

れるまでの間は第三十五条第一項の財産目録。次条第二項において同じ。）、役員名簿

等又は定款若しくはその認証若しくは登記に関する書類の写し（次条及び第四十三条

第一項において「定款等」という。）の閲覧の請求があった場合には、正当な理由があ

る場合を除いて、これを閲覧させなければならない。

●第一項

Ｑ：事業報告書等の書類の保存期間はどの程度か？翌々年の末日以降は処分してよいの

か？

　法⇒翌々年の末日以降については、何も法定されていない。

Ｑ：「前年．．．．の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書」とあるが、財産目

録、貸借対照表は、ある時点の状況を記載するものだから、「前年末の」とすべきでは？

　法⇒財産目録についてはそうだ。他の立法解釈と同様に、ここにいう「前年」は、それ含意している。

Ｑ：「翌々年の末日」とあるが、事業年度を設けた場合は、暦年の末日か？事業年度の日

か？

　法⇒事業年度の末日である。

●第二項

市民活動法人は、その社員その他の利害関係人から事業報告書等（設立後当該書類が作成されるまでの間は第十条第一項第八号に掲げる書類、合併後当該書類が作成されるまでの間は第三十五条第一項の財産目録。次条第二項において同じ。）、役員名簿等又は定款若しくはその認証若しくは登記に関する書類の写し（次条及び第四十三条第一項において「定款等」という。）の閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧させなければならない。

Ｑ：利害関係人が、書類のコピーを要求した場合には、どうするのか？

　法⇒各法人による。拒否しても法違反ではない。

Ｑ：「その社員その他の利害関係人」とはどのような範囲か？社員は？会員は？社員・会

員以外には？

　法⇒社員・会員は法律上、当然関係人である。社員・会員以外には、債権者、保証人等で法人と法人と取引等契約関係にある者、損害賠償請求権を持っている者等である。

Ｑ：利害関係人への閲覧は主たる事務所のみで行えばよいか？

　法⇒事業報告書等は、主たる事務所に備え置くのであるから、主たる事務所のみで閲覧させればよい。

Ｑ：役員名簿・社員名簿について、最新のものを閲覧させなくてもよいのか？

　法⇒法が要求しているのは、前年において役員・社員であったことがある者の名簿である。

Ｑ：合併後の法人で、合併後の法人として最初の事業報告書等の作成を行っていない団体

について、利害関係人への閲覧はどうするのか？

　法⇒規定がない。閲覧は行わない。

■事業報告書等の提出等及び公開：第二十九条

市民活動法人は、総理府令で定めるところにより、毎年一回、事業報告書等、役員名簿等及び定款等（その記載事項に変更があった定款並びに当該変更に係わる認証及び登記に関する写しに限る。）を所轄庁に提出しなければならない。

２　所轄庁は、市民活動法人から提出を受けた事業報告書若しくは役員名簿等（過去三

年間に提出を受けたものに限る。）又は定款等について閲覧の請求があった場合には、

総理府令で定めるところにより、これを閲覧させなければならない。

●第一項

Ｑ：事業年度が１年単位でない法人は、「毎年一回」の書類提出をどうするのか？

　法⇒府令・条例で定めるところにより、毎年１回提出すべきである。

Ｑ：所轄庁は、提出された事業報告書等を監督のために利用してよいか？

　法⇒よい。

Ｑ：「（その記載事項に変更があったものに限る）」とは、定款変更の認証書等新たに交

　付された書類も含まれるのか？

　法⇒「変更」は、新たに交付された書類も当然含意している。

Ｑ：「（その記載事項に変更があったものに限る）」とは、前回の提出日以降の変更か？

　法⇒当然、前回の提出日以降の変更である。

Ｑ：定款変更の際に、所轄庁の認証を受けなければならないものについては、第二十五条第四項の規定により変更後の定款を添付しなければならないこととされているので、再提出は不要ではないのか？

　法⇒第二十五条第四項は、定款変更の認証のためのものである。第二十九条第一項は、所轄庁が市民活動法人を把握するためのものである。趣旨が違う。再提出ではない。

●第二項

所轄庁は、市民活動法人から提出を受けた事業報告書若しくは役員名簿等（過去三年間に提出を受けたものに限る。）又は定款等について閲覧の請求があった場合には、総理府令で定めるところにより、これを閲覧させなければならない。

Ｑ：閲覧した者がコピーを要求した場合、どうすべきか？

　法⇒プライバシーに考慮して拒否すべき。

Ｑ：閲覧の事務を「ボランティアセンター」のような団体に委任することは可能か？

　法⇒法は、事業報告書等の写しの保管及び閲覧は所轄庁の責任においてなすことを期待している。事務の委託は困難。

■民法の準用：第三十条

民法第五十四条から第五十七条まで及び第六十条から第六十六条までの規定は、市民　　活動法人の管理について準用する。この場合において、同法第五十六条中「裁判所ハ利害関係人又ハ検察官ノ請求ニ因リ」とあるのは、「所轄庁ハ利害関係人ノ請求ニ因リ又は職権ヲ以テ」と読み替えるものとする。

第４節　解散及び合併

■解散事由：第三十一条

市民活動法人は、次に掲げる事由によって解散する。

一　社員総会の決議

二　定款で定めた解散事由の発生　

三　目的とする市民活動に係わる事業の成功の不能

四　社員の欠乏

五　合併

六　破産

七　第四十三条の規定による認証の取消し　

２　前項第三号に掲げる事由による解散は、所轄庁の認定がなければ、その効力を生

じない。

３　市民活動法人は、前項の認定を受けようとするときは、第一項第三号に掲げる事

由を証する書面を、所轄庁に提出しなければならない。

４　清算人は、第一項第一号、第二号、第四号又は第六号に掲げる事由によって解散

した場合には、遅滞なくその旨を所轄庁に届け出なければならない。

●第三項　

市民活動法人は、前項の認定を受けようとするときは、第一項第三号に掲げる事由を証する書面を、所轄庁に提出しなければならない。

Ｑ：社員総会の決議による解散の場合、当該決議を行った総会の議事録等、届け出の際に

添付書類が必要だと考えられる、府令・条例で規定することは可能か？

　法⇒立法者の意思として、必要な書類はすべて法の中に書ききってあることから、添付書類を新設することはできない。ただ、法の趣旨からして、当然含意されていると考えられる書類については、所轄庁の判断で、府令・条例により要求することができる。

■残余財産の帰属：第三十二条

解散した市民活動法人の残余財産は、合併及び破産の場合を除き、所轄庁に対する清算結了の届出の時において、定款の定めるところにより、その帰属すべき者に帰属する。

２　定款に残余財産の帰属すべき者に関する規定がないときは、清算人は、所轄庁の認

証を得て、その財産を国又は地方公共団体に譲渡することが出来る。

３　前二項の規定により処分されない財産は、国庫に帰属する。　

●第二項　

定款に残余財産の帰属すべき者に関する規定がないときは、清算人は、所轄庁の認証を得て、その財産を国又は地方公共団体に譲渡することが出来る。

Ｑ：「譲渡」とは、有償・無償のどちらもありうるのか？

法⇒無償しかあり得ない。

Ｑ：国又は地方公共団体に残余財産を譲渡するときの「認証」基準はどうのようなものか？

　法⇒所轄庁の判断にまかせられている。

Ｑ：残余財産譲渡の認証申請の添付書類はどのようなものか？

　法⇒法定されている書類はない。

■合併：第三十三条　

市民活動法人は、他の市民活動法人と合併することが出来る。　

■合併手続：第三十四条　

市民活動法人が合併するには、社員総会の議決を経なければならない。

２　前項の議決は、社員総数の四分の三以上の多数をもってしなければならない。ただ

し、定款に特別の定めがあるときは、この限りではない。

３　合併は、所轄庁の認証を受けなければ、その効力を生じない。

４　市民活動法人は、前項の認証を受けようとするときは、第一項の議決をした社員総

会の議事録の謄本を添付した申請書を、所轄庁に提出しなければならない。

５　第十条及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。

●第三項　

合併は、所轄庁の認証を受けなければ、その効力を生じない。

　Ｑ：所轄庁の異なる団体の合併は、どの所轄庁が行うのか？

　　法⇒当然、合併後存続（新設）する法人の所轄庁がおこなう。

■第三十五条

市民活動法人は、前条第三項の認証があったときは、その認証の通知のあった日から二週間以内に、財産目録及び貸借対照表を作成し、次項の規定により債権者が異議を述べることができる期間が満了するまでの間、これをその主たる事務所に備え置かなければならない。

２　市民活動法人は、前条第三項の認証があったときは、その認証の通知のあった日か

ら二週間以内に、その債権者に対し、合併に異議があれば一定の期間内に述べること

を公告し、かつ、判明している債権者に対しては、各別にこれを催告しなければなら

ない。この場合において、その期間は、二月を下回ってはならない。

●第一項

Ｑ：合併認証後に、市民活動法人は「財産目録及び貸借対照表を作成し」とあるが、これ

は、合併前の各市民活動法人に係わるものを意味しているのか？

　法⇒財産目録及び貸借対照表は、合併する各市民活動法人について作成しなければならない。財産目録及び貸借対照表の備え置きは、閲覧させる義務まで含意している。

■第三十六条

　債権者が前条第二項の期間内に異議を述べなかったときは、合併を承認したものとみ　　なす。

２　債権者が異議を述べたときは、市民活動法人は、これを弁済し、若しくは相当の担

保を供し、又はその債権者に弁済を受けさせること目的として信託会社若しくは信

託業務を営む銀行に相当の財産を信託しなければならない。ただし、合併をしても

その債権者を害するおそれがないときは、この限りでない。

■第三十七条
合併により市民活動法人を設立する場合においては、定款の作成その他市民活動法人の設立に関する事務は、それぞれの市民活動法人において選任した者が共同して行わなければならない。

■合併の効果：第三十八条

合併後存続する市民活動法人又は合併によって設立した市民活動法人は、合併によって消滅した市民活動法人の一切の権利義務（当該市民活動法人がその行う事業に関し行政庁の認可その他の処分に基づいて有する権利義務を含む。）を承継する。

■合併の時期等：第三十九条

市民活動法人の合併は、合併後存続する市民活動法人又は合併によって設立する市民　　活動法人の主たる事務所の所在地において登記することによって、その効力を生ずる。

２　第十三条第二項の規定は、前項の登記をした場合について準用する。　

■民法等の準用：第四十条
民法第六十九条、第七十条、第七十三条から第七十六条まで、第七十七条第二項（届出に関する部分に限る。）及び第七十八条から第八十三条まで並びに非訟事件手続法（明治三十一年法律第十四号）第三十五条第二項、第三十六条、第三十七条ノ二、第百三十六条から第百三十七条まで及び第百三十八条の規定は、市民活動法人の解散及び清算について準用する。この場合において、民法第七十七条第二項及び第八十三条中「主務官庁」とあるのは、「所轄庁」と読み替えるものとする。

Ｑ：「第七十七条第二項（届け出に関する部分に限る）」の準用について、清算中に就職

　した清算人のみ所轄庁に届け出させて、解散と同時に就任した清算人については届け

出させないのか？

　法⇒清算人は、解散した場合、遅滞なく「その旨」を所轄庁に届け出なければならない

　　（第三十一条第三項）とされているから、この届け出の際に、解散と同時に就任した

清算人の届け出も行うべきである。

第５節　監督

■報告及び検査：第四十一条

　所轄庁は、市民活動法人が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款に違反する疑いがあると認められる相当な理由があるときは、当該市民活動法人に対し、その業務若しくは財産の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、当該市民活動法人の事務所その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

２　所轄庁は、前項の規定による立入検査をさせる場合においては、当該立入検査をす

る職員に、同項の相当の理由を記載した書面を、当該市民活動法人の役員その他の当

該立入検査の対象となっている事務所その他の施設の管理について権限を有する者

（以下この項において「市民活動法人の役員等」という。）に提示させなければならな

い。この場合において、当該市民活動法人の役員等が当該書面の交付を要求したとき

は、これを交付させなければならない。

３　第一項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人にこれを提示しなければならない。

４　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。

●一般

Ｑ：監督について、所轄庁は、第二十九条第一項等に基づき提出される書面さえチェック

していれば法的・道義的責任を果たしたと言えるか？

　法⇒当該書面から合理的疑いが生じない限り、当該書面をチェックしていればよい。

Ｑ：報告徴収、立ち入り検査の要件である「違反する疑いがあると認められる相当な理由

がある」、改善命令の要件である「その運営が著しく適正を欠くと認める」、認証取消し

の要件である「改善を期待することができないことが明らか」とは、具体的にどのよう

な場合か？

　法⇒社会通念に従って判断されるべきであるが、実際には知事の判断に委ねられる。

　国→「相当な理由」とは、相当因果関係がある、客観的に十二分に疑いうるに足るということです。（熊代答弁）

Ｑ：他の都道府県で活動する団体を監督する場合は、都道府県で協定を結んで、その活動

地域の都道府県に監督を委任することできるのか？

　法⇒地方自治法上は可能。費用負担等を含め、検討する必要がある。

Ｑ：報酬を受ける社員や、１０人以上の社員の規定について、幽霊社員がいる場合にはそ

の実態をどの様に確認するのか？

　法⇒社員名簿で確認するしかない。

●第二項　

所轄庁は、前項の規定による立入検査をさせる場合においては、当該立入検査をする職員に、同項の相当の理由を記載した書面を、当該市民活動法人の役員その他の当該立入検査の対象となっている事務所その他の施設の管理について権限を有する者（以下この項において「市民活動法人の役員等」という。）に提示させなければならない。この場合において、当該市民活動法人の役員等が当該書面の交付を要求したときは、これを交付させなければならない。

Ｑ：「役員その他の当該立ち入り検査の対象となっている事務所その他の施設の管理について権限を有する者」とはどのような者か？権限を有する者がいない場合には、立ち入り検査はできないのか？

　　法⇒当該法人の事務、管理運営について一定の権限のある者をさす。役員のうち理事はすべて該当する。単なるビルの管理人は該当しない。権限を有する者がいない場合には、立ち入り検査はできない。

●第三項　　

第一項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなければならない。

　Ｑ：「関係人」とはどのような者か？証明書は全ての「関係人」に提示する必要があるのか？

　　法⇒当該法人の事務、管理運営について一定の権限のある者をさす。全ての「関係人」に提示する必要はないだろう。

■改善命令：第四十二条

所轄庁は、市民活動法人が第十二条第一項第二号又は第三号に規定する要件を欠くに　　至ったと認めるときその他法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違　　反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認めるときは、当該市民活動法人に対し、期限を定めて、その改善のために必要な措置を採るべきことを命ずることができる。

　Ｑ：必要な措置には一部業務の停止や役員の解職も含まれるのか？

　　法⇒必要な場合、一部ないし全部の業務停止命令や、役員の解職勧告も含まれる。所轄庁の権限で役員を解職はできない。

■設立の認証の取消し：第四十三条　　

所轄庁は、市民活動法人が、前条の命令に違反した場合であって他の方法により監督の目的を達することができないとき又は三年以上にわたって第二十九条第一項の規定による事業報告等、役員名簿等又は定款等の提出を行わないときは、当該市民活動法人の設立の認証を取り消すことができる。

２　所轄庁は、市民活動法人が法令に違反した場合において、前条の命令によってはそ

の改善を期待することができないことが明らかであり、かつ、他の方法により監督の

目的を達することができないときは、同条の命令を経ないでも、当該市民活動法人の

設立の認証を取り消すことができる。

３　前二項の規定による設立の認証の取消しに係わる聴聞の期日における審理は、当該

市民活動法人から請求があったときは、公開により行うよう努めなければならない。

４　所轄庁は、前項の規定による請求があった場合において、聴聞の期日における審理

を公開により行わないときは、当該市民活動法人に対し、当該公開により行わない理

由を記載した書面を交付しなければならない。

Ｑ：「提出を行わない」とは、いずれか一つの書類のみを提出していない場合が含まれる

のか？あるいは、すべての書類をか？法定要件を満たさない書類が提出された場合でも、

「提出」にあたるのか？

　法⇒本条は、休眠法人の整理という趣旨から設けられた規定である。従って、全く活動

していないかどうかを判断できればよいのであって、一部の書類しか提出していな

い場合であっても、「提出を行った」と扱われる場合はありうる。法定要件を満たさ

ない書類が提出された場合でも同じである。

Ｑ：事業報告書その他の提出書類が形式的に提出されていれば、実際には活動を行って

いない事実上の休眠であっても、認証取消しにならないのか？

　法⇒確かに本条は休眠法人の整理という趣旨から設けられた規定であるが、事業報告書

その他の提出書類が提出されていれば、実際には活動を行っていなくても、休眠法人の要件に該当しないことになる。認証取消しにならない。

Ｑ：所轄庁の判断で、取消し事由に該当するような団体でも取り消さないことができるか？

　法⇒そのような場合もある。認証の取消し権は、法人格を奪うものであるから、なるべく限定的に行使すべきだから。

第６節　雑則
■第四十四条

この章に定めるもののほか、この章の規定の実施のための手続きその他その執行に関し必要な細則は、総理府令で定める。

Ｑ：この規定に基づき、添付書類が定められていない届け出等の規定の添付書類を定める

ことは可能か？また、解散と同時に就任した清算人の届け出等新たな規定を設けること

は可能か？

　法⇒法の趣旨からして当然含意されている（法定の基本的な義務に随伴する）と考えられる書類については、所轄庁の判断により、府令・条例により要求できる。

第3章 税法上の特例

■第四十五条

市民活動法人は、法人税法（昭和四十年法律第三十四号）その他法人税に関する法令の規定の適用については、同法第二条第六号に規定する公益法人等とみなす。この場合において、同法第三十七条の規定を適用する場合には同条第三項中「公益法人等」とあるのは「公益法人等（市民活動促進法（平成九年法律　　号）第二条第二項に規定する法人（以下「市民活動法人」という。）を除く。）」と、同条第四項中「公益法人等」とあるのは「公益法人等（市民活動法人を除く。）」と、同法第六十六条の規定を適用する場合には同条第一項及び第二項中「普通法人」とあるのは「普通法人（市民活動法人を含む。）」と、同条第三項中「公益法人等」とあるのは「公益法人等（市民活動法人を除く。）」と、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第六十八条の六の規定を適用する場合には同条中「みなされているもの」を「みなされているもの（市民活動促進法（平成九年法律第　　号）第二条第二項に規定する法人については、小規模な法人として政令で定めるものに限る。）」とする。

２　市民活動法人は、消費税法（昭和六十三年法律第百八号）その他消費税に関する法令の規定の適用については、同法別表第三に掲げる法人とみなす。

３　市民活動法人は、地価税法（平成三年法律第六十九号）その他地価税法に関する法令の規定（同法第三十三条の規定を除く。）の適用については、同法第二条第六号に規定する公益法人等とみなす。ただし、同法第六条の規定による地価税の非課税に関する法令の適用については、同法第二条第七号に規定する人格のない社団等とみなす。

　国→準則主義であれば、会費も寄附金も原則課税であります。商法は、あらゆるものが課税されます。日本の税制は公益法人を取れば原則課税ではない。（熊代答弁）

第四章　罰則

■第四十六条

第四十二条の規定によ　命令に違反した者は、五十万円以下の罰金に処する。　

■第四十七条

市民活動法人の代表者又は代理人、使用人その他の従業者が、その市民活動法人の業務に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その市民活動法人に対しても同条の刑を科する。

■第四十八条

　次の各号の一に該当する場合においては、市民活動法人の理事、監事又は清算人は、二十万円以下の過料に処する。

一　第七条第一項の規定による政令に違反して、登記することを怠ったとき。

二　第十四条において準用する民法第五十一条第一項の規定に違反して、財産目録を備

え置かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。

三　第二十三条第一項又は第二十五条第六項の規定に違反して、届け出をせず、又は虚

偽の届け出をしたとき。

四　第二十八条第一項の規定に違反して、書類を備え置かず、又はこれに記載すべき事

項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。

五　第二十九条第一項の規定に違反して、書類の提出を怠ったとき。

六　第三十五条第一項の規定に違反して、書類の作成をせず、又はこれに記載すべき事

項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。

七　第三十五条第二項又は第三十六条第二項の規定に違反したとき。

八　第四十条において準用する民法第七十条第二項又は第八十一条第一項の規定に違

反して、破産宣告の請求をしなかったとき。

九　第四十条において準用する民法第七十九条第一項又は第八十一条第一項の規定

　に違反して、公告をせず、又は不正の公告をしたとき。

■第四十九条　

第四条の規定に違反した者は、十万円以下の過料に処する。　

附則

■施行期日

１　この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。　

■検討
２　市民活動法人制度については、この法律の施行の日から起算して三年以内に検討を

加え、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。

　　→検討項目には、「税制上の措置」が含まれる。「消費税の免税」も対象に入る。（熊代答弁）

　　→（第三者機関として一種の審査委員会のようなことは考えているか？との問いに）第三者機関についても検討を加えていきたい。そのために見直し条項がある。（辻元答弁）

　　→（項目は）限定していない。あらゆるものがある。法案が成立すれば直ちに検討に移りたい。二年以内には検討の結論を出して、三年以内にはその結論を法文化してゆくという決意です。（熊代答弁）

■経過措置

３　この法律の施行の日から六月を経過するまでの間に行われた第十条第一項の認証

の申請についての第十二条第二項の規定の適用については、同項中「二月以内」とあ

るのは、「この法律の施行後九月以内」とする。

■地方税法の一部改正

４　地方税法（昭和十五年法律第二百二十六号）の一部を次のように改正する。　

第二十四条第五項中「地縁による団体並びに」を「地縁による団体、」に改め、「政治

団体」の下に「並びに市民活動促進法（平成九年法律第　　号）第二条第二項に規定

する法人」を加える。

第五十二条第二項第三号中「地縁による団体並びに」を「地縁による団体、」に改め、

「政治団体」の下に「並びに市民活動促進法第二条第二項に規定する法人」を加える。

第五十三条第十二項中「公益法人等」の下に「（市民活動促進法第二条第二項に規定す

る法人を含む。）を加える。第七十二条の五第一項に次の一号を加える。

十二　市民活動促進法第二条第二項に規定する法人

　　　第二百九十四条第七項、第三百十二条第三項第三号及び第七百一条の三十四第二項

中「地縁による団体並びに」を「地縁による団体、」に改め、「政治団体」の下に「並

びに市民活動促進法第二条第二項に規定する法人」を加える。

■経済企画庁設置法の一部改正

５　経済企画庁設置法（昭和二十七年法律第二百六十三号）の一部を次のように改正す

る。第四条第十号の次に次の一号を加える。

十の二　市民活動促進法（平成九年法律

第　　号）の施行に関する事務を処理すること（都道府県の事務に属するも

のを除く。）。第五条第六号の次に次の一号を加える。

六の二　市民活動促進法に基づく所轄庁としての権限並びに同法の委任に基づく総

理府令の制定及び改廃について内閣総理大臣を補佐すること。

■市民活動促進法案に対する附帯決議

市民活動の健全な発展に資するため、次の事項について、それぞれ所要の措置を講ずるものとする。

一　市民活動法人に関し、税制等を含めた見直し等について、その活動の実態等を踏ま

えつつ、この法律の施行の日から起算して二年以内に検討し結論を得るものとするこ

と。

一　民法の公益法人制度その他営利を目的としない法人の制度については、今後、総合

的に検討を加えるものとすること。

　　→附帯決議と附則の意義の違いでございますが、附則は法律の一部分であって附帯決

議は法律の一部分でないということですが、附則で定められてもなかなか実行され

ないのがある、附帯決議で定められてすぐ実行されるものもある、極めて相対的で

す。（熊代答弁）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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